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あらまし  本稿では，直接･協調リレー切り替えとスペクトル分割・適応サブキャリア割り当てを用いるシングル

キャリア(SC)協調非再生(AF)リレー伝送を対象として，総送信電力制約条件のもとで上りリンクチャネル容量を最

大とする電力配分法を提案している．協調リレーが選択される確率が高いのはユーザがセル端付近に存在するとき

である．協調リレーが選択されたとき，提案電力配分法は端末･リレー間およびリレー･基地局間のうちのリンク状

態の悪いリンクにより大きな電力を配分する．計算機シミュレーションにより，提案電力配分法がグリーディ法と

ほぼ等しいチャネル容量を達成できることを示している． 
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Abstract  In this paper, we propose a power allocation method that maximizes the uplink capacity of the cooperative 

amplify-and-forward (AF) relay using direct/cooperative relay switching and spectrum division/adaptive subcarrier allocation 

(SDASA). When the cooperative relay is selected, the proposed power allocation method adaptively allocates the transmit 

power between a mobile terminal (MT) and a relay station (RS) according to the conditions of MT-RS and RS-base station 

(BS) links. We show by computer simulation that the proposed power allocation method can achieve almost the same channel 

capacity as the greedy power allocation method. 
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1. まえがき  

次世代移動無線システムでは超高速データ通信の

実現が期待されている．しかしながら，一般に所要の

伝送品質を確保するためには伝送速度に比例して送信

電力を増大させる必要があり，次世代システムのよう

な超高速通信システムでは送信電力が許容できないほ

ど増大してしまうという問題が生じる．さらに，移動

無線チャネルの伝搬損失やシャドウイングの影響によ

り，セル端付近など受信環境の悪い位置にいるユーザ

の通信を保証するためにはさらに送信電力を増大しな

ければならない．このような送信電力問題を解決する

有力な手段に協調リレーがある [1]-[3]．  

しかしながら，協調リレーは伝搬損失およびシャド

ウイング損失の影響を軽減できる一方で，①周波数選

択性フェージングへの対処が十分にできない，②伝送

効率が端末・基地局間直接通信より低下してしまう

[1][4]という問題がある．これらの問題に対処するため

に筆者らは以前，シングルキャリア (SC)信号スペクト

ルを分割し，チャネル情報に基づき適応的にサブキャ

リア割当て (スペクトル分割・適応サブキャリア割り当

て ) を 行 う 上 り リ ン ク SC- 周 波 数 分 割 多 元 接 続

(FDMA)[5]協調非再生 (AF)リレー伝送に直接･協調リ

レー切り替えを適用し，セル内におけるチャネル容量

分布を明らかにした [4][6]．文献 [4]および [6]で筆者ら

は，スペクトル分割・適応サブキャリア割り当てを行

うことで周波数選択性フェージングを積極的に利用す

ることができ，さらに直接・協調リレー切り替えを行

うことで直接通信および協調リレーを行ったときより

大きなチャネル容量が得られることを示した．しかし

ながら，文献 [4]および [6]では端末とリレーに等しく電

力が配分されるものとしていた．総送信電力制約条件

のもとで，ユーザおよびリレーのチャネル状態に応じ

て端末およびリレーへ適切に電力を配分することによ

り，さらなるチャネル容量の増加が期待できる．  

そこで，本稿ではチャネル容量最大化を目的として，

直接･協調リレー切り替えとスペクトル分割・適応サブ

キャリア割り当てを用いる SC 協調 AF リレー伝送を対

象とした電力配分法を提案する．協調リレーが選択さ

れる確率が高いのはユーザがセル端付近に存在する

(すなわち，端末・基地局間のリンク状態が非常に悪い )

ときである [6]．協調リレーが選択されたとき，提案電

力配分法は端末･リレー間とリレー･基地局間のうちの



 

  
 

 

リンク状態の悪いリンクにより大きな電力を配分する．
提案電力配分法を用いたときのセル内における上りリ

ンクチャネル容量分布を計算機シミュレーションによ

り明らかにし，グリーディ法を用いた時のそれと比較

する．  

本稿の構成は以下のようになっている． 2 章にてシ

ステムモデルを示す．3 章では直接･協調リレー切り替

えとスペクトル分割・適応サブキャリア割り当てを用

いる SC 協調 AF リレー伝送を対象とした電力配分法を

提案する．4 章にて数値計算によりチャネル容量を求

め，5 章にてまとめる．  

2. 直接・協調リレー切り替えとスペクトル分

割・適応サブキャリア割当てを用いる SC 協

調 AF リレー伝送  

SC-FDMA 協調リレーを用いる上りリンクシステム

モデルを図 1 に示す．シングルユーザ環境下において，

六角形セル内に K 個のリレー局が配置されているもの

とする．セル半径を R とし，端末・基地局間，端末・

第 i リレー間および第 i リレー・基地局間の距離をそ

れぞれ RMB, RMi および R iB とする．また，本稿では送

信信号ブロック内でチャネルの変動がない L 個のパス

から構成されるブロックフェージング周波数選択性チ

ャネルを仮定し，パスの最大遅延時間はサイクリック

プレフィクス (CP)長を超えないものとする．  

BSMT

RSi

RMi RiB

RMB
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図 1 システムモデル  

2.1. 直接・協調リレー切り替え 

直接・協調リレー切り替えでは信号ブロック送信毎

に直接通信および協調リレーのチャネル容量を計算し，

達成可能な容量の大きい通信方法に切り替えて通信を

行う [4][6]．  

協調リレーでは AF 方式を仮定し，2 タイムスロット

の時間を用いて信号送信を行うものとする [7]-[9]．図

2 に示すように，第 1 タイムスロットでは端末が基地

局およびリレーへ信号ブロックを送信し，第 2 タイム

スロットにおいてリレーが端末からの受信信号を電力

増幅し，再度サブキャリア割り当てを行った後に基地

局へ送信する．   

RS

MT BS
1st time slot 

RS

MT BS
2nd time slot  

図 2 信号ブロック送信方法  

2.2. スペクトル分割・適応サブキャリア割当て  

本稿では，文献 [10]で提案した方法でスペクトル分

割・適応サブキャリア割り当てを行う．直接通信およ

び協調リレーに対してそれぞれ独立にサブキャリア割

り当てを行う．  

 システム帯域内 Nc 個のサブキャリアのうちの M 個

)( cNM  が信号伝送のためユーザに割り当てられるも

のとする．Nc 個のサブキャリアを DM / 個の連続した

サブキャリアで構成されるリソースブロックに分割す

る．システム帯域内でユーザが使用可能な総リソース

ブロック数は )//( DMNc
個である．  

直接通信の場合，端末･基地局間の各リソースブロ

ック内のチャネル利得の二乗和 (以後，リソースブロッ

ク利得と表記する )を計算する．その後，計算したリソ

ースブロック利得を比較し，利得の高い D 個のリソー

スブロックをユーザへ割り当てる．  

協調リレーの場合，端末･基地局間のチャネルに関

わらず端末･第 i リレー間および第 i リレー･基地局間

のチャネルのみに着目してサブキャリア割り当てを行

う．まず，端末･第 i リレー間および第 i リレー･基地

局間のリソースブロック利得をそれぞれ計算する．そ

の後，端末･第 i リレー間および第 i リレー･基地局間

で独立にそれぞれリソースブロック利得を比較し，利

得の高い順にリソースブロックを組み合わせてユーザ

および第 i リレーへ割り当てる．図 3 に 8M ， 4D ，

16cN のときの直接・協調リレー切り替え通信におけ

るスペクトル分割・適応サブキャリア割り当ての例を

示す．  
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図 3 直接・協調リレー切り替え通信におけるスペクト

ル分割・適応サブキャリア割り当ての例

)16,4,8(),,( cNDM  

3. 電力配分法  

協調リレーが選択されたときにおける，総送信電力

制約条件のもとでのチャネル容量最大規範に基づく電

力配分法を提案する．協調リレーが選択される確率が

高いのは，ユーザがセル端付近に存在するときである

ことが文献 [6]に示されている．そのような場合，直接

リンクの信号対雑音電力比 (SNR)が端末・リレー・基



 

  
 

 

地局間リンクの SNR よりかなり低くなる．したがって，

提案電力配分法では直接リンクの SNR に関わらず，端

末･リレー間とリレー･基地局間リンクの SNR に対応

して端末およびリレーへ送信電力を配分する．以下，

直接･協調リレー切り替えとスペクトル分割・適応サブ

キャリア割り当てを用いる SC 協調 AF リレー伝送のチ

ャネル容量の表示式を示し，チャネル容量最大規範に

基づく電力配分法を導出する．  

3.1. チャネル容量の数式表現  

直接・協調リレー切り替え通信のチャネル容量 SWC

は次式で表わされる．  

},max{ CR

i

DCSW CCC   (1) 

ここで， DCC および CR

iC はそれぞれ直接通信および第 i

リレーを用いて協調リレーを行ったときのチャネル容

量である．  

直接通信のチャネル容量 DCC は次式で与えられる

[4]．  
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ここで， )(kHMB
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のチャネル利得および基地局の雑音電力である． DC
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TP を用いて次式で与えられる．  
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ここで，  および  はそれぞれ伝搬損失指数およびシ

ャドウイング損失 (dB)である． TP および
MBr はそれぞ

れセル半径 R で正規化された端末の送信電力および端

末 ・ 基 地 局 間 の 距 離 で あ る ． 式 (2) に お け る

)1,,0(  c

DC

k Nk  は直接通信時に信号送信のために第

k サブキャリアが割り当てられたかどうかを表わす変

数であり，第 k サブキャリアが割り当てられた場合は

1DC

k ，そうでない場合は 0DC

k となる．  

 第 i リレーを用いて協調 AF リレーを行うときのチ

ャネル容量は次式で表わされる [4][11]．  
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ここで， )(kHMi
および )(kH iB

はそれぞれ端末・第 i リ

レー間および第 i リレー・基地局間のチャネル利得で

ある．また， N は第 i リレーおよび基地局の雑音電力

である． CR

MBrP ,
および CR

MirP ,
， CR

iBrP ,
はそれぞれ第 1 タイム

スロットにおける基地局および第 i リレー，第 2 タイ

ムスロットにおける基地局の受信電力であり，次式で

与えられる．  
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ここで，  RPP MtMt ,,
および  RPP itit ,,

はそれぞれセ

ル半径 R で正規化された協調リレー時の端末および第

i リレーの送信電力であり， MtP , および itP , はそれぞれ

協調リレー時の端末および第 i リレーの送信電力であ

る． RRr MiMi / および RRr iBiB / はそれぞれ端末・第 i

リレー間および第 i リレー・基地局間の正規化距離で

ある．式 (4)における )1,,0,(,,  c

CR

kki Nkk  は第 i リレー

を用いて協調リレーを行うときに信号送信のために第

1 タイムスロットで第 k サブキャリア，第 2 タイムス

ロットで第 k サブキャリアが割り当てられたかどう

かを表わす変数であり，第 1 タイムスロットで第 k サ

ブキャリア，第 2 タイムスロットで第 k サブキャリア

が割り当てられた場合は 1,, 
CR

kki ，そうでない場合は

0,, 
CR

kki となる．本稿では直接通信と協調リレーの公平

性を保つため，次式で与えられる端末とリレーの総送

信電力を一定とする制約条件を用いる．  

 
TitMt PPP  ,,

 (6) 

3.2. チャネル容量最大規範に基づく電力配分法  

協調リレーが選択される確率が高いのはユーザが

セル端付近に存在するときである [6]．そのような場合，

直接リンクの SNR が端末・リレー・基地局間リンクの

SNR と比べてかなり低くなるため，式 (4)で与えられる

チャネル容量 CR

iC は次式のように近似できる．  
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ここで，式 (7)の真数は端末・第 i リレー・基地局間リ

ンクの SNR を表わしている．式 (6)で与えられる総送

信電力制約条件のもとで，式 (7)で表わされる協調 AF

リレーのチャネル容量 CR

iC を最大とする電力配分を導

出する．  

チャネル容量 CR

iC を最大とする電力配分を決定する

問題は以下のように書き表わせる．  
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ここで，次式のようなラグランジュ関数を定義する．  

 )( ,, TitMt

CR

i PPPCJ    (9) 

ただし，  はラグランジュ未定乗数である．式 (8)の解

は次式を満たす．  
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式 (10)で与えられる連立方程式を解くことで，次式を

得る．  
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ただし，  は端末および第 i リレーの送信電力の比率

の最適値 ( itMt PP ,, / )であり，次式を満たす．  
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式 (12)を満たす  を解析的に求めることは困難であ

るため，本稿ではニュートン・ラフソン法 [12]に代表

される数値計算手法によって  を求める．以下，数値

計算手法を用いても必ず大域的最適解が得られること

を示す．大域的最適解が得られることを示すためには，

式 (12)を満足する  が 0 の範囲で一つであることを

示せばよい． に関して，次式で与えられる関数 )(f を

定義する．  
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 (13) 

)(f の  に関する一階微分は次式で与えられる．  
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式 (14)より， )(f は  に関して単調増加であることが

分かる．また， )(f の 0 および  の極限値は

それぞれ次式で与えられる．  
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式 (14)および式 (15)より，式 (12)を満足する  が 0 の

範囲で必ず存在し，かつそれが唯一解であることが分

かる．したがって，数値計算手法を用いて得られる  は

必ず大域的最適解となる．  

4. 数値計算結果  

4.1. 数値計算パラメータ 

モンテカルロ数値計算により，直接･協調リレー切

り替えとスペクトル分割・適応サブキャリア割り当て

を用いる SC 協調 AF リレー伝送に提案電力配分法を適

用したときのチャネル容量の累積分布を求めた．  

数値計算パラメータを表 1 に示す．L=16 個のパスか

ら構成される等電力遅延プロファイルの周波数選択性

チャネルを仮定している． 128cN 個のサブキャリア

の中から 64M 個がユーザへ与えられる．ユーザは与

えられた 64M 個のサブキャリアを 16D 個のサブブ

ロックに分割する．  

リレー・基地局間は固定通信であるため，リレーが

送信電力 itP , で信号を送信したときの基地局における

受 信 SNR
Mi を ， 目 標 値  (dB) を 用 い て

    NrP iBitiB /log10 ,2

 (dB)として評価を行っている．

これは，基地局から距離 r iB の位置付近でリレー配置位

置を探索したときの設計パラメータであり，シャドウ

イングに起因する値である．  

 

 

 

 

 

 

 



 

  
 

 

表 1 数値計算パラメータ  

Fading type Block Rayleigh fading 

Power delay profile Uniform 

No. of paths L=16 

Time delay l=l, l=0～L-1 

Number of Users U=1 

Total number of subcarriers Nc=128 

No. of subcarriers  

per user 
M=64 

No. of dividing SC spectra D=16 

Path loss exponent   

Shadowing loss  

standard variation 
 =7.0(dB) 

Design parameter 7,0 (dB)

4.2. 提案法の動作  

簡単のため，図 4 に示す一次元モデルを考える．加

法性白色ガウス雑音 (AWGN)環境下を仮定し，シャド

ウイングの標準偏差は 0 (dB)と設定している (つま

り，チャネルによる信号電力の減衰は伝搬損失のみを

考えている )．図 5 に端末･リレー間正規化距離 rMi をパ

ラメータとしたときの，提案電力配分法における端末

とリレーの送信電力の比率 itMt PP ,, / を示す．ここで，

等価送信 SNR )/( NPT =10dB とした．図 5 より端末･

リレー間の距離 rMi が大きくなるほど端末に割り当て

られる送信電力の割合が高くなっていることが分かる．

例えば， rMi=0.05 のとき 22 dB であるのに対し，

rMi=0.95 のとき 22 dB である．したがって，提案電

力配分法は端末･リレー間およびリレー･基地局間のう

ち，リンク状態の悪いリンクにより多くの送信電力を

配分するように動作していることが分かる．  

4.3. チャネル容量の比較  

図 6 に示す二次元モデルで評価を行う．信号ブロッ

クの送信毎にユーザの位置をセル内で一様となるよう

に決定する． 6K 個のリレーが基地局から正規化距離

r iB=0.5 の位置に同心円状に配置されているものとす

る．端末･基地局間，端末･リレー間ではそれぞれ独立

なシャドウイングを受けるものと仮定し，シャドウイ

ングの標準偏差は 0.7 (dB)と設定している．  

図 7 に直接･協調リレー切り替えとスペクトル分

割・適応サブキャリア割り当てを用いる SC 協調 AF

リレー伝送に提案電力配分法を適用したときのチャネ

ル容量の累積分布関数を示す．ここで，等価送信

SNR=10dB とした．比較のため，端末とリレーに等し

く送信電力を割り当てたとき (等電力配分 )およびグリ

ーディ法によりチャネル容量を最大とする最適な電力

配分を行ったときのチャネル容量の累積分布関数を図

7 に示す．図 7 より，提案電力配分法はグリーディ法

を用いて電力配分を行ったときとほぼ等しい累積分布  
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図 4 一次元数値計算モデル  
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図 5 提案電力配分法を用いたときの端末とリレーの  

送信電力の比率  

 

を示していることが分かる．これは，端末・リレー・

基地局間リンクの SNR が直接リンクの SNR より非常

に大きいときに提案電力配分法が使用される確率が高

い (つまり，提案電力配分法が使用されるとき，ほとん

どの場合式 (7)で表わされる近似が成り立つ )からであ

る．また，提案電力配分法を用いることにより，等電

力配分を行ったときよりも高いチャネル容量が得られ

る確率が大きくなっていることが分かる．例えば，

0 dB のときの累積分布 10%値において，提案電力

配分法は等電力配分より 0.2bps/Hz 大きなチャネル容

量を得られることが分かる．さらに，チャネル容量の

低い領域に着目すると， 7 dB において提案電力配

分法を用いたときの等電力配分に対するチャネル容量

の増加量が 0 dB のときよりも大きいことが分かる．

この理由は以下のように説明できる．達成可能なチャ

ネル容量が小さいのはユーザがセル端付近に存在し，

かつ端末･リレー間のシャドウイング損失が比較的大

きいときである．この場合， 0 dB のときよりも

7 dB のときの方が端末･リレー間とリレー･基地局

間リンクの SNR の差が大きくなるため， 7 dB のと

きの提案電力配分法によるチャネル容量改善効果が大

きくなる．   
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図 6 二次元数値計算モデル  
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図 7 提案法を用いたときの直接･協調リレー切り替え

通信のチャネル容量の累積分布関数  

5. まとめ  

本稿では直接･協調リレー切り替えとスペクトル分

割・適応サブキャリア割り当てを用いる SC 協調 AF

リレー伝送を対象として，総送信電力制約条件のもと

で上りリンクチャネル容量を最大とする電力配分法を

提案した．提案電力配分法を用いたときの電力配分の

動作を議論し，提案電力配分法は端末･リレー間および

リレー･基地局間のうち，リンク状態の悪いリンクによ

り多くの送信電力を配分するように動作することを示

した．提案電力配分法を用いたときのセル内における

チャネル容量分布を明らかにし，提案電力配分法を用

いることで，グリーディ法とほぼ同等のチャネル容量

を達成できることを示した．また， 0 dB のときの

累積分布 10%値において，提案電力配分法は等電力配

分より 0.2bps/Hz 大きなチャネル容量を得られること

を示した．   
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